
(賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律第十二条第四項関係 )

賃 貸 住 宅 管 理 業 務 実 務 経 験 証 明 書

(A4)

(フ リガナ)

被 証 明 者 氏 名 た /々＼育＼ケ
実 務 経 験 先 及 び 在 職 期 間 証 日月 者

※登録番号 ( )第 号
【賃貸住宅管理業者】
※登録番号

( )第 号

商 号 又 は 名 称

職 務 内 容

商号又は名称

※従業者証明書番号

在 職 期 間

年

年

月

月

日から

日まで

月間年

代 表 者 氏 名

※登録番号 ( )第 号
【宅地建物取引業者】
免許番号

国土交
摂塗學 (ノ /)第彬 //号

商 号 又 は 名 称 来急!)ノくす1レ蒻惨鬱浮え
職 務 内 容 後復准之笠た

商号又は名称 籍 り/ヾチ/騨作
※従業者証明書番号

在 職 期 間

>p'あ 年 夕月ヴ日から

)p>F年 ち月ユ争日まで
ノ学 年  ′/月 間

代 表 者 氏 名 トリ携 ―

※登録番号 ( )第 号

管理受託契約の相手方である賃貸人 【オーナー】

商 号 又 は 名 称

職 務 内 容

住  所
※従業者証明書番号

在 職 期 間

年

年

月

月

日から

日まで

月間年

氏   名

在職期間計 ノ字 年 //月 間

※賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律に基づく登録番 号・従業者証明書番号がない場合は、空欄のままご提出
ください。

備

1 証Hナlは実務経験先の賃貸住宅管理業者等が行うものとし、中請者が賃貸住宅管理業者 (法人であるときは、
その役員)であるときは、他の賃貸住宅管理業者、宅地建物取引業者又は特定賃貸借契約若しくは管理受託契約の
相手方である貸貸人 (オーナー)が証明すること。
2 証明者が法人である坊合においては、代表者が証明すること。
3 賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律に基づく登録番号が変更されているときは、区別して記載すること。
4 職務内容は賃貸住宅管理に関する管理業務の経験が2年以上必要です。直近で証明できる職務内容を記載し、

一

―――――――――賃貸住宅答理業務にあたらない業務に従事し雫いた期間につい (il‐よ実務経験の剃問とは認められ′」こいため
記載しないこと。

誓約事項
上記の記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

煮子


